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2025年の住宅・リフォーム市場は転機の年となり、省エネ基準適合義
務化や４号特例の廃止、リフォーム建築確認申請など法規制が大きく
変化します。これにより、設計・工事の負担が増大し、営業・販売時
点でも手法の大幅な変革が求められます。
セミナーでは、法規制変更の影響や対応策、設計・工事の新しいアプ
ローチに加え、競合動向や市場争奪戦、大手ハウスメーカーが行う戦
略、市場変化に適応する営業・販売戦略についても詳しく解説します。



2024 2025 2027 2030 KPI 2050 KGI2026 20292028

健康・快適

リフォーム
需要

環境
エネルギー

社
会
変
化
の
対
応

地域活性化

医療従事者減少
2040年まで高齢化率上昇

介護人材減少

介護施設、機能力減少

医療の2025年問題

在宅医療 在宅介護
• 設計基準
• 断熱基準
• 電気等インフラ

（目標）
全ての新築建物がゼロエネ
ルギーである必要があり、
既存の建物もそのライフサ
イクル全体でゼロエミッ
ションを達成

カーボンニュートラル
脱炭素社会

⚫ 共生社会を支える多様な人材
の確保・育成

⚫ 自由度の高い社会実現
⚫ 多様な主体による取組の推進

安心・安全

DX
デジタル化 DXプロジェクトを実施

Beyond 5G 構築・運用

IoTネットワーク
デバイス数…数千億

生成ＡＩディープラーニング/自然言語処理/エッジコンピューティング/量子コンピューティング/AI倫理/
AIガバナンス/フェデレーテッドラーニング /サイバーセキュリティ/ブロックチェーン/AR/VR

IoT住宅・健康・ホームドクターロボット

全建物
ＺＥＨ

レジリエンス・在宅避難・生涯安心して暮らし続けられる設計基準
住宅としての資産価値が担保される

省エネ基準適合義務化

省エネ性能表示制度

４号特例縮小

リフォーム
建築確認申請

所有者不明土地管理制度

不動産相続登記義務化

相続土地国庫帰属制度

不動産ＩＤ

省エネ基準のZEH水準・ZEB水準を遅くとも2030年前に発表
・建材トップランナー基準改正 規制措置の強化
・より性能の高い建材 断熱窓を含む普及拡大

新築住宅への太陽光パネル設置義務化：［2025年度］東京都区内 [2030 年]全国エリア

ＢＩＭ
建築確認申請
スタート予定 新省エネ基準改正

【断熱等級５】
ＺＥＨが基準へ

2029年次世代
新省基準発表

リフォーム改修工事
省エネ高効率改修

【新築住宅】
今後建てられる新築住宅の資産価
値が性能の最低基準を設けること
で担保されるようになり、不動産
流通市場の活性化に寄与する市場
整備が進んでいく見込み。
【リフォーム】
既存住宅についても性能向上を推
進する施策が連動して展開されて
いく予定。

【高齢者向け住宅】
日本の高齢化が進む中、高齢者に配慮した住宅
や医療施設の需要が増加。都市部では、住宅、
医療、レクリエーションスペースを組み合わせ
た複合開発が進む。

文化的・自然的一体性や人口動態等を踏まえ広域的な都市圏のコンパクト化を推進
暮らしに必要なサービスを持続的に提供するため、広域・他分野・官民の連携による
地域生活圏の構築・展開を推進。地域経済循環に向け、自立した地域経営主体を育成

大阪万博で新技術発表
ペロブスカイト
高効率蓄電池 等



何故・・・省エネ基準・・・改正へ・・温暖化・気候変動
世界的取り組みカーボンニュートラルに向けた取組
2050年に向けて・・・脱炭素社会に向けた取組・・・・

先進国で住宅の性能が一番低いのが日本です・韓国省エネ基準は
日本より高い・・日本では性能基準を国を挙げて性能アップへ
■ 住生活産業界の取組テーマ
ポイント１．脱炭素に向けた省エネ設備機器＆住宅性能向上時代
ポイント２．災害耐策・レジリエンス設備機器
ポイント３．次々世代省エネ基準改正はいつ頃
ポイント４．働き方改革・物流改革・デジタル事業 DX化
ポイント５．新築住宅販売スタイルの変わった・展示場からの脱却
ポイント６．4号特例縮小改正・・住宅産業界の大変化時代へ
ポイント７．規格住宅・セレクト住宅・注文住宅 大変化時代へ突入
ポイント８．住生活産業界のロードマップ2030年・2040年・2050年





住宅省エネ政策ロードマップ・働き方改革・物流改革

2024年４月よりスタート
住宅販売・賃貸物件

省エネ性能表示制度(努力義務)

2025．４月省エネ基準適合義務化
適合しないと建築確認が取れない
省エネランク４・５・６・７
5がZEH基準・HM６・７基準へ

2029年 ：次世代省エネ基準発表
2030年４月
～新省エネ基準対応へ(未定)
断熱等級５・６・７・８・９・・・予定
ZEHレベル5が最低基準・先進国基準へ
■2030年新築はすべてZEH相当基準
■新築戸建ての6割に太陽光発電を搭載

新築・既築を含め
全体でZEH相当の住宅が
一般的である時代へ

2040年 新築着工41万戸
2030年～2035年代は住宅内の設備機器が高効率化が進められる
IoT家電や様々な家電が住宅内にセレクトされる時代へ

省エネ性能・脱炭素時代に向けた住宅主力商品群が多く発表予定
2030年～2040年は住宅業界の大変革時代

東京都2025年
新築住宅ZEH義務化

新建築基準改正4月～
リフォーム躯体改修
増改築は確認申請必須

建設業界働き方改革
有給義務化・残業ゼロ

改正流通業務総合効率化法
～工務店・施工会社・業界に与える影響～

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律
及び貨物自動車運送事業法の一部を改正令和6年2
月13日閣議決定されました。1年以内施行されます。
白ナンバー車も対象へ。

2030年～全国行政自治体(予想)
新築住宅ZEH・リフォーム等
義務化への展開が動き出す

省エネ改修や住宅の省エネ化が

2030年先進国は新展開へ入ります降

2024 204020302025 2050

4号特例縮小によって
構造計算・エネルギー計算
は必須になります。表計算
による使用基準もあります
が、適合性判断や検査機関
に確認を取る際にも適切な
計算が必要になります。

省エネ基準適合義務化
４号特例縮小

カーボンニュートラル

東京都2025年
新築住宅ZEH義務化



区分 国・地域 内容

経済的イン
センティブ

EU 住宅省エネ改修に対する税の優遇措置等（EPBD改正案）

フランス ガス暖房からヒートポンプへの買い替えに対する補助

アメリカ

太陽光発電設備の導入費用に対する税額控除の拡充・延長（インフレ抑制法）

ヒートポンプや断熱材の設置への補助（インフレ抑制法）

カナダ 住宅の省エネ改修に対する補助金と無利子ローン

規制的措置

EU

賃貸契約を更新する既存建築物等に対して最低エネルギー性能基準を設置（EPBD改正案）

新築住宅への化石燃料ボイラの設置禁止（オーストリア、フランス、ドイツなど）

[2029年]新築住宅への太陽光パネル設置義務化

カリフォルニア
州

新築住宅への太陽光パネルの設置義務化

新築高層集合住宅への蓄電池の設置義務化

戸建住宅への蓄電池用回路等の設置義務化(レディ義務)

政策目標

EU

[2030年]すべての新築建築物をゼロエミッションビルとする

[2030年]建築物の省エネ改修率を少なくとも倍増

[2050年]建築物ストック全体でのゼロエミッション達成

カナダ [2030年]全ての新築建築物をゼロエミッションビルとする

2030年以降
海外先進国
省エネ施策
新展開へ



アメリカ住宅ビルダーのランキング(2023年)

1

2

3

4

DRホートン 9万777戸

レナー・コーポレーション 7万3087戸

パルト・グループ 2万8603戸

NVR 2万662戸

2024年4月に積水ハウスが米企業を約500億円で買収
大和ハウス工業、住友林業と3社の米国の年間販売戸数は2023年度計約3万戸と日本の合計より3割上回った
日本は人口減少で市場縮小する
米国で国内の建築ノウハウを展開するなど各社独自色を打ち出しており、米国で存在感を高めようと奔走する

日本の戸建住宅メーカー主戦場が米国に移っている

積水ハウス、住友林業、大和ハウス

3社の合計：約3万戸
3社の日本での販売戸数

合計：約2万3000戸＞



戸建て事業は米国に軸足
米国の戸建て住宅販売計画

積水
ハウス

住友林業

大和ハウス
工業

約2400戸

2020年 2023年 2031年度

2020年 2023年

2020年 2023年

2030年

2026年

約1万5000戸 2万戸

約9000戸 約1万221戸 2万戸3000戸

約3500戸 6568戸 1万戸

3割増

2倍

5割増



国内の新築着工戸数は、2030年まで、80万戸が続きます
が、その後は人口減・世帯減少の影響が出てくるため、

2040年には新築着工数は41万戸と予想されています。

大手ハウスメーカーは市場が豊かな海外に進出する時代へ
日本の人口減少により、事業の新しい風が吹いています

タウンハウスの分譲住宅

物件が隣り合わせに
なっている集合住宅
です

一般的には一戸建て
よりも手頃な価格帯
にあります

アジアでも多い分譲Style

タウンハウス マレーシアの分譲住宅・・・全て規格型



海外の住宅スタイル・・・
一軒家
アメリカの一軒家はSingle/Multi-family Houseなどと呼ばれます。
アメリカは広大な土地があるので、家のサイズは大きいものから小さいものまで様々あります。
敷地内には庭があるのが一般的です。

タウンハウス
タウンハウスは、物件が隣り合わせになっている集合住宅です。
2、3階建だったり、地下があったりと様々ですが、どこかの壁が隣の家の壁と合わさっています。
日本で言う長屋といった感じでしょうか。
タウンハウスは、地域によって価格が異なりますが、一般的には一戸建てよりも手頃な価格帯にあります。

アパートメント
アパートメントは、日本で言うとマンションにあたります。
アパートメントというのはキッチンを備えたリビングルーム＋ベッドルームがいくつかあるタイプの部屋のこと
です。
また、日本で言ういわゆるアパート（比較的小さめの集合住宅）は、apartment complex（アパートメントコンプ
レックス）と呼ばれます。

コンドミニアム
コンドミニアムは分譲タイプのマンションで、通常のアパートメントより高級感があり、家具や什器類は備え付
けでレセプション、プール、ジム、テニスコートなどがあるようなところが多くセキュリティも充実している
住宅です。





社会情勢から見る建築業界の今後の変化について



①社会変化の対応デフレ脱却に向けて

賃上げに対応するためにリスキリングを充実させ、働く人々のスキルを高めることが
大切です。生産性を向上させるために、最新の技術に積極的に投資することも重要で
す。柔軟な雇用形態を導入して、成長分野への人材移動を促進することが求められま
す。

賃上げ
物価上昇

消費・投資を促進

生産性向上
重要分野への
戦略的投資

リスキリング推進
成長分野への
労働移動を促進

人口減少に対処

労働参加拡大
出生率向上

全世代型社
会保障制度
の構築

エネルギー
自給率向上
海外人材と

資金を呼び込む

地方創生推進

新市場創出

DX、新技術の
社会実装
脱炭素

経済安全保障

賃上げ、戦略的投資、労働市場改革により、
デフレ脱却と持続可能な経済成長を目指す。

日本経済は「デフレから完全に脱却する千載一遇のチャンスを迎えている」

日本の持続可能な成長と繁栄を目指し、生産性向上、労働参加拡大、
出生率向上、DXや新技術の導入、脱炭素化、地域活性化、エネル
ギー自給率向上、国際競争力強化を推進する総合戦略。

1.デフレ完全脱却の実現に向けて 2.豊かさと幸せを実感できる持続可能な経済社会に向けて



①社会変化の対応環境・エネルギーの変化

省エネ施策は今後も継続的に推進されていきます。再生可能エネルギーでは
新たな技術が期待されており、エネルギーの考え方・あり方についても更に
新しい情報が今後発信されていく可能性があります。

革新技術の社会実装による社会課題への対応

GX・エネルギー安全保障

省エネルギー

•省エネ設備投資支援、

ZEH・ZEB普及、中小

企業の省エネ診断支援

を推進

再生可能エネルギー

•再エネ導入拡大、ペロ

ブスカイト太陽電池や

浮体式洋上風力の支援、

地熱発電、系統整備、

蓄電池導入を推進

原子力

•原子炉再稼働や次世代

炉の開発・建設、核燃

料サイクル推進、国民

理解促進を図る

低炭素水素

•水素社会推進法に基づ

き、サプライチェーン

構築、技術開発、利用

拡大、非化石エネル

ギー自動車の導入促進

を進める
サーキュラーエコノミー

•再生材利用拡大、太陽

光パネルリサイクル制

度検討、バイオ技術開

発を推進

カーボンプライシング

• GX経済移行債の予算・

税制措置、カーボンプ

ライシング制度設計、

トランジション・ファ

イナンスを推進

地域・くらし

• 2025年度までに100か

所以上の脱炭素地域を

選定し、ライフスタイ

ル転換、インフラ、モ

ビリティ分野の脱炭素

化を推進

エネルギー安全保障

•省エネ推進、再エネ・

原子力活用、資源外

交・サプライチェーン

強靭化を推進





①社会変化の対応医療・介護DX

効率的な医療提供と患者の健康管理を実現するために重要です。デジタル技術を活用
することで、遠隔医療やデータ分析が可能になり、高齢者のニーズに迅速に対応でき
ます。また、医療資源の最適化を図ることで、持続可能な医療システムの構築が促進
されます。



①社会変化の対応交通・物流DX

建設業界の販売店や流通店は、在庫管理の効率化や納期の短縮が実現し、顧客満足度が向上
します。また、リアルタイムでのデータ分析により、需要予測が精度高く行えるため、適切
な在庫配置が可能になります。さらに、業務プロセスの自動化により、人件費や運営コスト
が削減され、競争力が強化されます。









































建築基準法建築物省エネ法
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構造規定



大規模の模様替の定義が
「過半」となった
大規模の模様替は
確認申請が必要

大規模の修繕・大規模の模様替の取扱いについて



仕様規定・
表計算
ツールの
早見表は
QRコード
から入手可

早見表と表計算ツールについて



早見表・表計算ツールに準耐力壁等を存在壁量に算出できる

準耐力壁を
存在壁量に
算入するこ
とが可能に



地盤が軟弱な区域は

床面積辺りの必要壁量を1.5倍にする必要がある

早見表の対象範囲外は表計算ツールを使用

早見表の注意事項



小屋裏収納の床面積が
直下階1/8を超える場合
各階の床面積に加える
※確認申請が必要

小屋裏収納がある場合の床面積の補正



地震・風圧力
必要壁量の
大きい方を

必要壁量とする

必要壁量の決定



柱の小径について

柱の小径
面材が取り付く

方向は
確認不要



布基礎の仕様規定

基礎について



太陽光パネルは屋根ふき材と同じ扱い
緊結方法の明示が必要

その他のチェックについて



その他のチェックについて

構造耐力上
主要な

部分に用いる
木材について

耐力上
問題とならない
節等については

耐力上の欠点に
該当しない



確認申請



重要図書は適切な保存を

確認申請図書について



青で囲まれて
いる箇所が追加項目

※フォーマットは
現時点では参考

仕様表



居室の採光
についても追加
青い数字が

追加項目になります

仕様表



軽微な変更について



「軽微な変更」は
計画変更手続きが不要になる
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法改正後の新２号建築物に
該当する２階建ての木造一
戸建て住宅の新築等につい
ては、法第７条の６に戻付
き検査済証の交付を受けた
後でなければ、使用できな
くなります
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建築物の使用が可能になる
までのステップ

改正後の新2号建築物に該当する2階建ての木造
一戸建て住宅の新築等については、検査済証の
交付を受けた後でなければ使用ができません。



省エネ基準適合義務化



努力義務は
リフォームも
含まれること

に注意



WEBプログラム
公開済み



中規模の非住宅は
2026年4月以降

に基準引き上げ予定



・住宅性能評価
・長期優良認定
・長期使用構造

●省エネ適判省略

性能評価活用



建築物のエネルギー
消費性能に係る計算、
その他の計算を要する
場合における各種計算
書は、WEBプログラ
ムの入力・出力シート

で代替可



令和5年度の説明会
の内容から

今後変更あり
説明がありました



性能評価で適判を
省略する場合、
建築確認申請時に
宣言書の提出が必要



省エネ性能表示制度
事業者向け概要資料

<抜粋>























物流事業会社 物流改革
グループコンサル



・配送ルール、
荷渡ルールの
設定

・有料配送や
配送料金の設
定

STEP1

・国を上げた
新しい時代に
向けた取組み
についての解
説

・物流改革に
ついての解説

STEP2 STEP3

・残業ゼロ

・受発注業務
は担当者だけ
がやる時代で
はありません

・配送ルール
指定・納材基
準

・改革ステッ
プのロード
マップ

・業務分析を
経て具体的改
善案を

・誰でも対応
できる事業ス
タイルへ

STEP4 STEP5 STEP6

・受発注ルー
ル基準化
（4号特例によ
る商品設定）

・大手HMの場
合、納材は3回
ルール
（追加の場合
は有料）

・週休2日・い
つでも有給が
取れる

・誰でも対応
ができる

・ブラック
ボックスを無
くす

STEP0

STEP1に入る
前に物流改革
における全体
的な内容につ
いて説明する
ための講演会
を実施します。

事前説明会
先を見据えた
事業改革

新しい事業
スタイル

社内業務分析
社内業務改革
ステップ

配送
デリバリー基準
（取引先向け）

働きやすい
環境

物流改革の6ステップ～社内業務改革～

メインテーマ：働き方改革・物流改革・4号特例改正
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